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資料１



◆説明項目

１　毎月勤労統計調査とは

２　調査の特徴①②

３　調査結果の利用状況

４　調査対象

５　第一種事業所の調査方法
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１　毎月勤労統計調査とは

○賃金、労働時間及び雇用について、毎月の変動を

　 明らかにすることを目的としている。

○厚生労働省が所管する、この種の統計では最も長い

    歴史を持ち、足下の景気動向判断に活用する調査。

○回答義務が課されている数少ない統計調査。
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非常に重要性の高い調査



２　調査の特徴①

○毎月調査している。

○調査結果が迅速に公表される。

　（調査月の翌々月には公表）

　⇒他の賃金統計は年１回の調査で、公表まで１年

       近くかかるため、足下の賃金動向の把握には

　　 向いていない。
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○全国と県、都道府県同士の結果を比較することが

　 できる。

○産業別、男女別、就業形態別に結果を見ることが

    できる。

○長期間にわたって、比較・分析ができる。

○賃金の動きだけでなく、労働時間、雇用の動きを

    見ることができる。

 ２　調査の特徴②
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３　調査結果の利用状況

○経済情勢の把握

　・国民経済計算（GDP）の算定、内閣府景気動向指数、白書など

○各種重要会議での議論の資料

　・国会、労働政策審議会など

○保険の給付額改定など

　・労災保険年金のスライド率や労働基準法による休業補償額

    の算定など
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◆高知県での利用状況

　○金融経済概況（日本銀行高知支店）

　○県民経済計算（県版GDP）の算定（高知県統計分析課）

　○農業経営統計調査（農林水産省中国四国農政局）　　　

　○県内企業の賃金、ボーナス等の算定根拠としての利用

　○各種政策の基礎資料として、データ提供や分析の依頼　　　　　　　　　　　　　　　　
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４　調査対象

○農林水産と公務を除く全ての産業

　（＝16大産業）

　※16大産業

　  鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・

熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，小
売業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，
専門・技術サービス業、宿泊，飲食サービス業、生活サービ
ス関連業，娯楽業、教育，学習支援業、医療，福祉、複合
サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）
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◆毎月勤労統計調査の調査区分

○第一種事業所調査（毎月実施）

　常用労働者30人以上の事業所を対象とした調査

○第二種事業所調査（毎月実施）

　常用労働者５人～29人の事業所を対象とした調査

○特別調査（年に１度、７月に実施）

　常用労働者数４人以下の事業所が対象

9



全国 高知県

事業所 5,615,450 36,299

うち
30人以上
事業所

348,026 1,611

調査対象事業所
（第一種事業所）

21,500 260

◆第一種事業所の調査対象
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平成26年経済センサス-基礎調査-より

全体の約５％



○経済センサスの結果等により蓄積された事業所データから、

    全国や高知県の縮図となるように、無作為抽出されている。

○16大産業より細かい産業区分で、かつ、事業所規模別に抽

    出数が定められているため、抽出率が高くなる産業もある。

※産業，事業所規模によっては毎回調査対象として抽出された
り、前回の調査期間から間隔を空けずに抽出されたりする場
合もある。

※常用労働者数が500人以上の事業所は毎回調査対象となる。
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◆事業所の選定

◆調査期間

令和６年１月から令和９年１月まで（3年1ヶ月間）
　（※事業所一連番号が３９００４から始まる事業所については、令和８年１月まで）



◆回答義務について

○回答義務（事業所）

　 毎月勤労統計調査は統計法に基づき総務大臣が指定したも

　 の（基幹統計調査）であり、調査の対象となった事業所には報

　 告義務が課せられる（統計法第13条及び61条）。

○秘密保持の義務（国、都道府県）

    統計法において国及び都道府県に対して秘密保持の義務が

    課せられているので、毎月勤労統計調査は、決して徴税や労

    働基準監督など、統計上の目的以外のために用いられること

    はない（統計法第40条及び第41条）。
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５ 第一種事業所の調査方法

○郵送

厚生労働省 都道府県 調査対象事業所

調査用品

郵送提出データ提出

調査の指導

○オンライン

厚生労働省 都道府県 調査対象事業所

調査用品調査の指導

データ提出
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◆結果の公表について

○全国調査   速報：毎月10日前後

                         確報：毎月20日過ぎ

　  厚生労働省のHPにて公表

（http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/30-1a.html）

○地方調査（高知県の結果）

　  毎月月末に統計分析課のHPにて公表

（http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/121901/maikin.html）

○一年間の結果をまとめた「年報」も毎年公表
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